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４章 支援団体別成果報告 

 
 
１ 愛知県木材組合連合会                           

 

（１）地域支援概要 

  No １ 

団体名 愛知県木材組合連合会 

支援コース 木材利用活性化の組織・人づくり 

支援概要 木材関係者、建築関係者、行政、学識経験者等の産官学一体となった都市

の木造化に関する普及啓発活動及びそのためのネットワークづくりとして

の協議会組織の立ち上げ支援を行った。 

成果物 ・行動宣言 

・環境都市実現のための木造化・木質化推進あいち協議会規約 

 

（２）支援関係者概要 

商業関係団体 名古屋商工会議所（木材部会） 

木材関係団体 一般社団法人 愛知県木材組合連合会、名古屋木材組合、愛知県木材協同

組合連合会、愛知県木材市場連盟、愛知県木材買方協同組合、中日本合板

工業組合、愛知県集成材工業協同組合、愛知県木材青壮年団体連合会 

設計関係団体 公益社団法人 愛知建築士会、公益社団法人 愛知県建築士事務所協会、

公益社団法人 日本建築家協会東海支部愛知地域会 

行政団体 愛知県森林基盤局林務部林務課木材利用推進グループ 

名古屋市緑政土木局都市農業課生産振興係 

 

（３）地域における木造化・木質化の現状と課題 

・愛知県、名古屋市は公共施設の木造化に対する意識は高いが、県内の他の市町村は財政難等

で木造化する数は少ない。 

・愛知県は森林県ではなく県産材の生産・流通量が少ない。また、以前から外材の陸揚げ地域

でもあり、一般非住宅での外材の利用率は高い。そのため、県産材活用の意識が高まらない

ことが課題である。 

 

（４）支援成果 

・愛知県木材組合連合会と愛知建築士会が核となり、今後の中大規模建築の木造化・木質化を

推進するネットワークの核となる協議会組織を立ち上げることができた。 

・協議会では、外材から国産材利用へ向けた取り組みと中大規模木造建築設計の技術習得へ向

けた取り組みを、各団体が共同して取り組む必要性等について相互に理解が進み、連携の基

盤ができた。 

・SDGs を基本に環境都市実現のために都市の木造化・木質化を推進すること、森林から都市ま
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２ ワークショップの開催実績                                

支援団体 開催日 支援内容 コンサル 

愛知県木材 

組合連合会 

10/24 
環境都市実現のための木造化・木質化推進宣言 
講師：安藤 直人（東京大学名誉教授） 

木の家だい

すきの会 
12/11 

埼玉県木造公共施設推進協議会の取組 
講師：坂東 正一郎（埼玉県木造公共施設推進協議会会長） 

2/19 
森と都市をつなぐ木造化・木質化に果たす建築役割 
講師：三井所 清典（日本建築士会連合会会長） 

埼玉県 

10/24 
木造化・木質化の技術支援の実施体制と事例紹介 
講師：大倉 靖彦（アルセッド建築研究所副所長） 

木の家だい

すきの会 

11/20 
熊本県の木造設計アドバイザー派遣事業 仕組みと運用事例に

ついて 
講師：坂田 雅孝（ウッディファーム代表取締役） 

1/22 

木材利用促進の現状と森林環境譲与税の活用事例 
講師：小木曽 純子（林野庁木材利用課課長補佐） 
 

埼玉県木造建築技術アドバイザー制度の運用等について 
講師：三井所 清典（日本建築士会連合会会長） 

とくしま 

木造建築学校 

運営協議会 

10/28 
徳島県内でニーズのある木造建築物・木材利用 
講師：平野 陽子（ドット・コーポレーション代表取締役） 

ドット・コ

ーポレーシ

ョン 

11/22 
埼玉県中大規模木造建築技術者講習・登録の取組 
講師：鈴木 進（木の家だいすきの会代表理事） 

12/23 

高知県立林業大学校における人材育成 
講師：塚本 愛子（高知県立林業大学校副校長） 

公文 大輔（    〃    担当） 

小路 聡 （    〃    担当） 

山梨県 

10/30 
民間建築物等における木材利用の現状と展開 
講師：加来 照彦（現代計画研究所代表取締役） 

現代計画研

究所 
12/7 

企業価値を高める木造建築 
講師：小野 久登（農林中央金庫 食農法人営業本部副部長） 
 

地域材利用と地域の建築物の木造化 
パネリスト：奥村 一利（山梨県建築士事務所協会副会長） 

辻  一幸（山梨県森林協会会長） 

豊前 貴子（甲府商工会議所副会頭） 

1/20 
木材を活用した民間の施設づくり 
講師：加来 照彦（現代計画研究所代表取締役） 

奈良の木利用 

推進協議会 

11/12 

木造化・木質化へ向けた 20 の支援ツールの紹介 
講師：北瀬 幹哉（環デザイン舎代表） 
 

地域材でつくる中大規模木造建築設計について 
講師：大倉 靖彦（アルセッド建築研究所副所長） 
 

屋久島・新庁舎の木造設計について 

講師：武田 光史（     〃     主幹） 
アルセッド

建築研究所 

12/19 
埼玉県杉戸町における公共施設木造化の取り組みについて 
講師：渡辺 景己（埼玉県杉戸町建築課主幹） 

1/16 
熊本県における流通ネットワークの仕組みとそれを活用した

中大規模木造建築のつくりかた 
講師：坂田 雅孝（ウッディファーム代表取締役） 

採択団体への支援実績
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での持続的に活性化する循環型・低炭素社会を目指すこと、ＥＳＧの実践を通じて社会に貢

献すること、という協議会の行動宣言の策定を通じて、関係者間で行動理念に関する共通認

識が形成された。 

・行動宣言を議論するなかで取組内容について整理が進み、木材利用の普及・啓発活動、都市

づくり SDGs ネットワーク体制の確立、研修会の開催という取組の 3本柱が明確となった。 

・特に、研修会の開催については、「建築コストの上昇という社会的な背景のもと木造建築物

への関心が高まるなかで、「木造に関するノウハウ不足を早期に解消しなければならない」

という建築士がかかえる危機感に応えるため、来年度当初よりプレ講習会を立ち上げ、その

間に本講習の体制を整えることとした。 
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２ 埼玉県                                         

 

（１）地域支援概要 

  No ２ 

団体名 埼玉県 

支援コース 木材調達支援・設計技術支援 

支援概要 埼玉県森づくり課では、埼玉県木造建築技術アドバイザー制度を令和元年

9月に立ち上げた。今後、埼玉県内における市町村からのアドバイザー派

遣の依頼に対応できるよう制度の課題を把握し運用の拡充支援を行った。 

成果物 ・埼玉県木造建築技術アドバイザー制度の運用について 

 

（２）支援関係者概要 

行政 埼玉県森づくり課、杉戸町 

設計関係 設計事務所 

木材関係 森林組合、製材所、プレカット会社、NPO法人 

その他 埼玉県木造公共施設推進協議会 

埼玉県木造建築技術アドバイザー 

 

 

（３）地域における木造化・木質化の現状と課題 

・市町村施設の木造化・木質化に関する方針の県内における策定率は平成 31年 4月 1日現在で

95%と上がってきているが、公共施設等における県産木材を使用した整備数は伸びていない。 

・県内の市町村では、木造建築に精通した職員がいない、木材調達に不安があるなどから木造

建築に取り組みづらい課題がある。 

・設計関係団体は、特に中大規模建築物の経験豊富な意匠・構造設計者が不足している。 

・木材関係団体は、高品質の木材を大量かつ安定的に供給する体制が整っていない。 

・初めての取り組みであり、市町村の要望に適切に対応するためにどのようにアドバイスして

いけばよいか個々のアドバイザーに、不安がある。また当該アドバイザー制度自体の運営に

も不安があるため、市町村等にとって役に立つ組織・人づくりを検討する必要がある。 

 

（４）支援成果 

・埼玉県木造建築技術アドバイザー制度の拡充のため、組織体制、現場対応法、アドバイザー

間の情報共有方法等の課題を整理することができた。 

・制度改善のための課題の中から優先的に取り組む課題が選定され、制度運用の拡充方針（案）

が埼玉県森づくり課より提起され、早期に取り組む方針が示された。 

・取り組み方針には、法令の確認、運営委員会の設置、アドバイザー会議の設置、支援方法、サ

ポーターとの連携、アドバイザー制度の広報、業務上知りえた情報の管理・共有等が含まれ

る。 

・県内においてアドバイザー制度が必要であることやアドバイザー制度を運用するのにあたっ

て、アドバイスのタイミングが重要であること。そのためにはプロジェクト情報の早期把握
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での持続的に活性化する循環型・低炭素社会を目指すこと、ＥＳＧの実践を通じて社会に貢

献すること、という協議会の行動宣言の策定を通じて、関係者間で行動理念に関する共通認

識が形成された。 

・行動宣言を議論するなかで取組内容について整理が進み、木材利用の普及・啓発活動、都市

づくり SDGs ネットワーク体制の確立、研修会の開催という取組の 3本柱が明確となった。 

・特に、研修会の開催については、「建築コストの上昇という社会的な背景のもと木造建築物

への関心が高まるなかで、「木造に関するノウハウ不足を早期に解消しなければならない」

という建築士がかかえる危機感に応えるため、来年度当初よりプレ講習会を立ち上げ、その

間に本講習の体制を整えることとした。 
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やアドバイザー制度の広報活動が重要なこと、設計段階での十分な情報収集や木材生産者と

の情報交換を可能とする発注システムの改善の必要性など、制度の課題についても共通理解

が進んだ。 
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技

術
・

知
見

・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン
ス

等
を

共
有

す
る

。
 

②
公

共
施

設
の

木
造

化
・

木
質

化
に
係

る
様

々
な

課
題

を
検

討
す
る

。
 

③
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

行
動

方
針

、
ビ
ジ

ョ
ン

に
基

づ
く
目
標

値
等
を

立
案

す
る

。
 

・
構

成
員
 

 
県

森
づ

く
り

課
副

課
長

、
木

材
利
用

推
進

・
林

業
支

援
担

当
２
名
 

 
埼

玉
県

木
造

公
共

施
設

協
議

会
会
長

、
事

務
局

２
名
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
全

員
 

・
開

催
時

期
 

 
随

時
開

催
す

る
。
 

・
設

置
・

運
営
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
会

議
の
設
置

（
招
集
）、

運
営
・
事

務
は
、

事
務
局

が
担

う
。
 

 
議

事
内

容
に

つ
い

て
、

記
録

、
保
存

、
公

開
は

、
事

務
局

が
処
理

す
る

。
 

（
５

）
支

援
方

法
 

・
ス

ポ
ッ

ト
派

遣
 

 
案

件
の

内
容

に
応

じ
て

、
運

営
委
員

会
が

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

を
選
定

す
る

。
 

 
運

営
委

員
会
は
、

な
る

べ
く

複
数
の

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

で
支

援
で
き

る
よ

う
に

配
慮

す
る

。
 

・
長

期
派

遣
 
 

 
長

期
の

支
援

が
必
要

と
認

め
た

案
件

に
つ

い
て

は
、

運
営

委
員

会
が

総
合

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
ア

ド
バ

イ

ザ
ー

の
中

か
ら

選
定

す
る

。
 

 
総

合
コ

ー
デ

ィ
ネ
ー

タ
ー

が
相

談
者

（
市

町
村

等
）

と
協

議
し

、
事

業
計

画
書

を
作

成
、

そ
れ

に
基

づ
き

支

援
す

る
。
 

 
長

期
派

遣
に

対
応

す
る

ア
ド

バ
イ
ザ

ー
は

、
運

営
委

員
会

と
総
合

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
協
議

し
て

選
定

す
る

 

（
６

）
サ

ポ
ー

タ
ー
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

み
で

は
対

応
で
き

な
い

内
容

に
つ

い
て

相
談
で

き
る
「

サ
ポ

ー
タ
ー
」
を

組
織

し
、
協
働
で

き
る

旨
の

了
解

を
事

前
に

得
て

お
く
。
 

（
例

：
東

洋
大

学
、

も
の

づ
く

り
大
学

等
と

の
連

携
、

木
造

建
築
技

術
講

習
・

登
録

制
度

の
講
師

等
の

協
力

）
 

 ２
 

そ
の

他
 

（
１

）
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
の

Ｐ
Ｒ
 

・
事

務
局

が
、

こ
れ

ま
で

の
ア

ド
バ
イ

ザ
ー

の
活

動
実

績
を

サ
イ
ト

上
に

公
開

す
る

。
 

・
埼

玉
県

営
繕

技
術

者
会

議
※

（
毎
年

５
月

開
催

）
に

、
事

業
報
告

・
周

知
を

行
う

。
 

 
※

埼
玉

県
営

繕
技

術
者

会
議

は
、
埼

玉
県

及
び

県
内

市
町

村
の
営

繕
関

係
職

員
で

構
成

さ
れ
て

い
る

。
 

（
２

）
業

務
上

知
り

え
た

情
報

の
取
り

扱
い

に
つ

い
て
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
が

業
務

上
知

り
え
た

情
報

で
、
公
に

さ
れ
て

い
な
い

事
項

の
情

報
共

有
の

方
法
を

検
討

す
る
必

要
が

あ
る

。
 

 
市

町
村

等
が

安
心

し
て

支
援

申
し
込

み
で

き
る

体
制

を
整

備
し
て

お
く
必
要

が
あ

る
。
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３ とくしま木造建築学校運営協議会                               

 

（１）地域支援概要 

  No ３ 

団体名 とくしま木造建築学校運営協議会 

支援コース ・木材利用活性化の組織・人づくり 

・木材利用の普及・啓発活動 

支援概要 とくしま木造建築学校の今後の活動方針づくりの支援を行う。活動の中心

となる人材の世代交代やニーズの変化に合わせ、関係者自らが望む活動方

針を考える。 

成果物 ・とくしま木造建築学校活動方針（案） 

・とくしま木造建築学校活動計画（案） 

 

（２）支援関係者概要 

教育関係 徳島大学 

設計者関係 公益社団法人徳島県建築士会 

公益社団法人日本建築家協会徳島地域会 

木材供給関係 公益社団法人徳島県森林づくり推進機構 

徳島県木材協同組合連合会 

県木連、材料供給者、家づくり協会 

行政関係 徳島県住宅課、営繕課 

島県立農林水産総合技術支援センター 

県普及員、神山町 

 

（３）地域における木造化・木質化の現状と課題 

・平成２９年には、県内建築４団体が「とくしま木造建築学校運営協議会」を設立し、教育活

動もテーマを決めてアンカーが講義を行う「もっけんフォーラム」を開催するなど活動を継

続している。 

 これらの活動は、大学に建築科がない徳島での建築教育、特に木造建築教育を担っている。 

・「木造建築研究会」および「とくしま木造建築学校」を設立してから、7～8年経ち、とくしま

木造建築学校での活動の中心を若手に移行させる必要性が出てきた。特に、とくしま木造建

築学校では、木造建築について経験の少ない設計者・行政職の若手、学生などに学びの場を

提供することを目指しており、新たに若手が参加し活動を行う場として活動内容の充実を図

る必要がある。 

 

（４）支援成果 

・これまでの活動においては、十分な情報発信ができておらず、活動そのものを知らなかった

とする方々も多かったことが明らかになっており、情報発信の在り方については改善が必要

となった。 

・とくしま木造建築学校の活動は、興味を持ち自主的に学びたいという欲求を持った者に対し
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やアドバイザー制度の広報活動が重要なこと、設計段階での十分な情報収集や木材生産者と

の情報交換を可能とする発注システムの改善の必要性など、制度の課題についても共通理解

が進んだ。 

 

 

  

令
和

２
年

１
月

２
２

日
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
埼

玉
県
森

づ
く

り
課
 

 

埼
玉

県
木
造

建
築
技

術
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
の
運

用
に
つ
い

て
 

  
埼

玉
県

木
造

建
築

技
術

ア
ド

バ
イ

ザ
ー
制

度
の

運
用

に
つ

い
て

、
下
記

の
と

お
り

提
案

す
る

の
で
、

埼
玉

県
木

造

建
築

技
術

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

（
以

下
、「

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

」
と
い

う
。）

の
皆

様
の

ご
意

見
を
求

め
ま
す

。
 

 １
 

組
織

体
制

に
つ

い
て
 

（
１

）
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
の

目
的
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
は

、
「
県

有
施

設
の
木

造
化

・
木

質
化

等
に

関
す
る

指
針

」
第

１
に

、
公

共
施
設

等
の
木

造
化
・
木
質

化
を

推
進

す
る

こ
と
は

も
と

よ
り
、
県
内
森
林
の
整

備
促
進
に
資

す
る
と
あ

る
こ

と
か
ら
、
木
造
化
・

木
質

化
を

通
じ

た
森

林
整

備
の

促
進
を

目
的

と
す

る
も

の
で

あ
る
。
 

（
２

）
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
の

根
拠
に

つ
い

て
 

 
県

内
の

全
６

３
市

町
村

で
は

、
「

公
共

建
築

物
等

に
お

け
る

木
材

の
利
用

の
促

進
に

関
す

る
法

律
」
に

基
づ
く

市
町

村
方

針
が

策
定

さ
れ

、
公

共
建
築

物
の

木
造

化
・

木
質

化
を
積

極
的

に
進

め
る

こ
と

と
さ
れ

た
。
 

 
さ

ら
に
「

県
有

施
設

の
木
造

化
・
木
質

化
等

に
関

す
る
指

針
」
第
８
で
は
、
市
町

村
等

が
行
う

施
設

整
備

に
つ

い
て
、
積
極

的
な

県
産

木
材

の
利

用
を
要

請
す

る
と

さ
れ
、
第
１

０
で
は
、
県
産

木
材

利
用

に
関
す

る
人

材
育
成
、

研
究

及
び

技
術

の
開

発
・
普
及

並
び
に

県
産

木
材

の
流

通
及

び
製
品

等
に

関
す

る
情

報
の

収
集
・
分

析
・
提
供
に

努
め

る
と

さ
れ

て
い

る
。
 

（
３

）
埼

玉
県

木
造

建
築

技
術

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
運

営
委

員
会
（

以
下

、「
運
営

委
員
会

」
と
い

う
。
）
の

設
置
 

・
目

的
 

 
下

記
の

事
項

に
つ

い
て

検
討

し
、
決

定
す

る
た

め
に

運
営
委

員
会

を
設

置
す

る
。
 

①
市

町
村

等
の

支
援

依
頼

内
容

に
応

じ
た

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

の
選

定
、

支
援

方
法

（
ス

ポ
ッ

ト
派

遣
、

長
期

派

遣
）
・
支

援
回

数
 

②
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
の

行
動

方
針
等

の
意

思
決

定
 

③
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
の

確
保

 

・
構

成
員
 

 
県

森
づ

く
り

課
副

課
長

、
木

材
利
用

推
進

・
林

業
支

援
担

当
２
名
 

 
埼

玉
県

木
造

公
共

施
設

推
進

協
議
会

事
務

局
（

以
下

、「
事

務
局
」

と
い

う
。
）
２

名
 

 
（

支
援

申
し

込
み

の
内

容
に

応
じ
て

、
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
に

も
出
席

を
依

頼
す

る
。
）
 

・
委

員
長
 

 
運

営
委

員
会

に
は

委
員

長
を

置
き
、

森
づ

く
り

課
副

課
長

を
こ
れ

に
充

て
る

。
 

・
開

催
時

期
 

 
運

営
委

員
会

は
、
市
町

村
等

か
ら
の

支
援

申
し

込
み

が
あ

っ
た
場

合
な

ど
、

必
要

に
応

じ
随
時

開
催

す
る

。
 

・
運

営
 

 
運

営
委

員
会

に
関

す
る

運
営

・
事
務

は
事

務
局

が
担

う
。
 

 
議

事
内

容
に

つ
い

て
、

記
録

、
保
存

、
公

開
は

、
事

務
局

が
処
理

す
る

。
 

・
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
選

定
通

知
の

方
法
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
を
選
定
後
、
運

営
委

員
会

か
ら

事
務

局
に

通
知
、
事
務

局
が

選
定

さ
れ

た
ア
ド

バ
イ

ザ
ー
に
支

援
依

頼
す

る
。
 

（
４

）
埼

玉
県

木
造

建
築

技
術

ア
ド
バ

イ
ザ

ー
会

議
の

設
置
 

・
目

的
 

 
下

記
の

事
項

を
協

議
す

る
た

め
、
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
会

議
を

設
置
す

る
。
 

①
技

術
・

知
見

・
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン
ス

等
を

共
有

す
る

。
 

②
公

共
施

設
の

木
造

化
・

木
質

化
に
係

る
様

々
な

課
題

を
検

討
す
る

。
 

③
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

行
動

方
針

、
ビ
ジ

ョ
ン

に
基

づ
く
目
標

値
等
を

立
案

す
る

。
 

・
構

成
員
 

 
県

森
づ

く
り

課
副

課
長

、
木

材
利
用

推
進

・
林

業
支

援
担

当
２
名
 

 
埼

玉
県

木
造

公
共

施
設

協
議

会
会
長

、
事

務
局

２
名
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
全

員
 

・
開

催
時

期
 

 
随

時
開

催
す

る
。
 

・
設

置
・

運
営
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
会

議
の
設
置

（
招
集
）、

運
営
・
事

務
は
、

事
務
局

が
担

う
。
 

 
議

事
内

容
に

つ
い

て
、

記
録

、
保
存

、
公

開
は

、
事

務
局

が
処
理

す
る

。
 

（
５

）
支

援
方

法
 

・
ス

ポ
ッ

ト
派

遣
 

 
案

件
の

内
容

に
応

じ
て

、
運

営
委
員

会
が

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

を
選
定

す
る

。
 

 
運

営
委

員
会
は
、

な
る

べ
く

複
数
の

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

で
支

援
で
き

る
よ

う
に

配
慮

す
る

。
 

・
長

期
派

遣
 
 

 
長

期
の

支
援

が
必
要

と
認

め
た

案
件

に
つ

い
て

は
、

運
営

委
員

会
が

総
合

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
ア

ド
バ

イ

ザ
ー

の
中

か
ら

選
定

す
る

。
 

 
総

合
コ

ー
デ

ィ
ネ
ー

タ
ー

が
相

談
者

（
市

町
村

等
）

と
協

議
し

、
事

業
計

画
書

を
作

成
、

そ
れ

に
基

づ
き

支

援
す

る
。
 

 
長

期
派

遣
に

対
応

す
る

ア
ド

バ
イ
ザ

ー
は

、
運

営
委

員
会

と
総
合

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

が
協
議

し
て

選
定

す
る

 

（
６

）
サ

ポ
ー

タ
ー
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

み
で

は
対

応
で
き

な
い

内
容

に
つ

い
て

相
談
で

き
る
「

サ
ポ

ー
タ
ー
」
を

組
織

し
、
協
働
で

き
る

旨
の

了
解

を
事

前
に

得
て

お
く
。
 

（
例

：
東

洋
大

学
、

も
の

づ
く

り
大
学

等
と

の
連

携
、

木
造

建
築
技

術
講

習
・

登
録

制
度

の
講
師

等
の

協
力

）
 

 ２
 

そ
の

他
 

（
１

）
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
制

度
の

Ｐ
Ｒ
 

・
事

務
局

が
、

こ
れ

ま
で

の
ア

ド
バ
イ

ザ
ー

の
活

動
実

績
を

サ
イ
ト

上
に

公
開

す
る

。
 

・
埼

玉
県

営
繕

技
術

者
会

議
※

（
毎
年

５
月

開
催

）
に

、
事

業
報
告

・
周

知
を

行
う

。
 

 
※

埼
玉

県
営

繕
技

術
者

会
議

は
、
埼

玉
県

及
び

県
内

市
町

村
の
営

繕
関

係
職

員
で

構
成

さ
れ
て

い
る

。
 

（
２

）
業

務
上

知
り

え
た

情
報

の
取
り

扱
い

に
つ

い
て
 

 
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
が

業
務

上
知

り
え
た

情
報

で
、
公
に

さ
れ
て

い
な
い

事
項

の
情

報
共

有
の

方
法
を

検
討

す
る
必

要
が

あ
る

。
 

 
市

町
村

等
が

安
心

し
て

支
援

申
し
込

み
で

き
る

体
制

を
整

備
し
て

お
く
必
要

が
あ

る
。
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てその活動の場を提供するものであることが重要であることに気づいた。 

・「既存コンテンツ整理 WG」や、かつて実施した「こうのすまい」に至る活動を通じて、自主

的に学ぶ意欲は活動を通じて生じることを再確認できた。今後は、単にセミナーや講演会を

開催するといったスタイルではなく、テーマを持った活動（普及活動・調査・研究）を主と

したスタイルとする。  

・木造化・木材利用を進める上での理念やその意義、地域経済・社会に与える影響についての

知見が足りないという気づきがあり、それを知りたいという欲求が表れた。これは、今後の

具体的な活動のテーマとなる予定である。 
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４ 山梨県                                        

 

（１）地域支援概要 

  No ４ 

団体名 山梨県 

支援コース ・木材利用活性化の組織・人づくり 

・木材利用の普及・啓発活動 

支援概要 公共建築物等の発注や整備において施主となる商工関係者も交え、県産

材が利用しやすい環境づくりが必要と考え、木材を供給する川上及び、

川中・川下の製材、流通、建築業、並びに利用者となる企業等が連携し

た県産材の利用を推進する協議会の設立を支援する。 

成果物 ・Yamanashi ウッド・チェンジ・ネットワーク設立趣意書・会則・会員名

簿・運営委員会名簿・設立について 

・ロードマップ（案） 

 

（２）支援関係者概要 

行政関係 山梨県知事、山梨県営繕課 

商業関係 山梨県経済同友会、甲府商工会議所、富士吉田商工会議所、山梨商工会連合

会 

木材関係 山梨県木材協会、山梨県森林協会、山梨県森林組合連合会、山梨県林業振興

課 

設計関係 山梨県建築事務所協会 

建設関係 山梨県建設業協会 

 

（３）地域における木造化・木質化の現状と課題 

・山梨県内では、大手ハウスメーカーと大手ビルダーによる住宅着工戸数が多く半数を超えて

おり、地元工務店が建てる住宅が少ないため、地場産材の流通が極めて少ない。 

・一般の方は、県産材の認知度が低く、「山の木は伐らない方が環境に良い」と思っている方

が多くおり、県産材の認知度が低い。 

・公共建築物等は、木造より RC 造の方が地震や火災に強く立派な建物だという考え方が根強

く、コストも高いというイメージが強い。 

・これまでの木材・木造に関する人材育成は、住宅を中心としたもので、かつ、事業主体がは

っきりせず、継続性がないため活かせていない。 

 

（４）支援成果 

・Yamanashiウッド・チェンジ・ネットワークを設立できた。今回の Yamanashi ウッド・チェン

ジ・ネットワーク設立の要は、商工団体の参加である。 

・Yamanashiウッド・チェンジ・シンポジウムを、「企業価値を高める木造建築」を作成した農

林中央金庫のウッド・ソリューション・ネットワークの助けを借りて開催することができた。

本シンポジウムをきっかけに、毎年、商工関係者や一般向けに木材・木造建築物を広めるた
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てその活動の場を提供するものであることが重要であることに気づいた。 

・「既存コンテンツ整理 WG」や、かつて実施した「こうのすまい」に至る活動を通じて、自主

的に学ぶ意欲は活動を通じて生じることを再確認できた。今後は、単にセミナーや講演会を

開催するといったスタイルではなく、テーマを持った活動（普及活動・調査・研究）を主と

したスタイルとする。  

・木造化・木材利用を進める上での理念やその意義、地域経済・社会に与える影響についての

知見が足りないという気づきがあり、それを知りたいという欲求が表れた。これは、今後の

具体的な活動のテーマとなる予定である。 

 

  

４章　支援団体別成果報告

103



104 ４．支援団体別成果報告 
                                             

                                            

めのシンポジウムを開催する方向となったのは、前進と受け止められる。 

・Yamanashiウッド・チェンジ・ネットワークのロードマップ（案）を作成できた。今後の協議

を経て、運営員会で検討を行う、目標をまとめたものである。 

・今回の運営委員会から出てきたことだが、木造とするかどうかを初期の段階で相談できる木

材・木造よろず相談窓口を木材協会に設置することとなった。 
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５ 奈良の木利用推進協議会                                  

 

（１）地域支援概要 

  No ５ 

団体名 奈良の木利用推進協議会 

支援コース ・木材利用活性化の組織・人づくり 

・木材利用の普及・啓発活動 

支援概要 行政、木材関係者、設計関係者、施工関係者を集め、先進事例を学ぶと

共に意見交換を実施。お互いの情報共有の関係構築を図る。奈良県内で

木造公共建築物等の普及を進める上での課題の共有、整理の支援をした

。 

成果物 ・奈良県産材を使用した木造公共建築物等を設計・県内で施工する上での

課題と可能性 WSシート 

 

（２）支援関係者概要 

行政関係 奈良県農林部奈良の木ブランド課、奈良県まちづくり推進局、市町村 

木材関係 奈良県森林組合連合会、奈良県木材協同組合連合会、製材所 

設計関係 奈良県建築士会、奈良県建築士事務所協会、設計事務所 

施工関係 建設会社、工務店 

 

（３）地域における木造化・木質化の現状と課題 

・奈良県内では、公共建築物等の木造化の実績が少ない。各市町村に建築技師が少なく、依頼

を受けた木造に不慣れなコンサルタント等が鉄筋コンクリート造や鉄骨造の施設計画を進め

るため、木造以外の工法となっていることも要因の一つと考えられる。 

・県内の木造公共建築物等の発注が少ないため、県産材活用の意識が高まらない事が課題であ

る。発注される公共施設の木造化要望がなければ、木造設計技術を習得しようとする設計者

の意識が高まりにくい。また、木材関係者の意識は、県外への販路開拓の意識が強くなって

いる。 

 

（４）支援成果 

・木材関係者、建築関係者、行政関係者の情報共有のための繋がりをつくることが出来た。 

・木材関係者、建築関係者、行政関係者が木造公共建築物等を推進することに対して、互いに

どう思っているのかを示すことが出来た。 

・互いに理解不足・勉強不足であるという共通認識ができた。 

・木材関係者にとっては、他分野への要望や課題を話す機会となったと同時に、木材関係者間

でも県産材活用について意見交換できる機会となった。今までこのような機会がなかったこ

とから今後、情報の伝達や意見交換を行っていくことの重要性を共通認識することができた。 

・検討会参加者より集められた意見を３つの分類（Ⅰ．木造化推進策の整備、Ⅱ．木材情報の

整備、Ⅲ．木造技術の育成）、６つの項目（木造化について、人材育成、その他、コスト・発

注、木材品質・調達、設計、工事・施工、メンテナンス・運用）へ分けることができ、今後の
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めのシンポジウムを開催する方向となったのは、前進と受け止められる。 

・Yamanashiウッド・チェンジ・ネットワークのロードマップ（案）を作成できた。今後の協議

を経て、運営員会で検討を行う、目標をまとめたものである。 

・今回の運営委員会から出てきたことだが、木造とするかどうかを初期の段階で相談できる木

材・木造よろず相談窓口を木材協会に設置することとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４章　支援団体別成果報告

105



106 ４．支援団体別成果報告 
                                             

                                            

検討方針をより具体的にまとめることができた。 
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